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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第67期

第１四半期
連結累計期間

第68期
第１四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日

自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 (千円) 3,547,125 5,395,718 14,215,034

経常利益 (千円) 575,546 1,121,678 1,500,517

四半期(当期)純利益 (千円) 380,294 709,167 935,466

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 477,835 688,665 1,120,650

純資産額 (千円) 9,381,786 11,341,416 10,916,944

総資産額 (千円) 18,519,936 20,431,364 19,496,085

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 15.14 25.66 36.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.7 55.5 56.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1)経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安相場の安定とともに、消費税率アップ前の駆け込み需要に

よる個人消費の増加により、景気は回復基調で推移いたしました。しかし、中国経済の減速や、欧米の経済動向、消

費増税後の影響など、景気全体の先行きについては依然として不透明感が残っております。

　計測機器業界におきましては、輸出企業を中心に年度後半から設備投資の増加傾向が見られ、徐々に需要回復の兆

しも見られる状況となりました。

　このような事業環境のなか、当社グループは、「第４次中期経営計画」の２年目として、新たな事業領域の開拓と

グローバルビジネスの拡充をはかる各種施策の推進に、引き続き取り組んでおります。

　当第１四半期連結累計期間おける受注高は、企業収益回復に伴う設備投資の増加等により、4,155百万円（前第１四

半期連結累計期間比17.8％増）となりました。また、売上高につきましては、大型案件の寄与などもあり、5,395百万

円（前第１四半期連結累計期間比52.1％増）となりました。

　収益につきましては、販売費及び一般管理費の増加や売上原価率の上昇があったものの、売上高の大幅増加によ

り、営業利益は1,121百万円（前第１四半期連結累計期間比101.0％増）、経常利益は1,121百万円（前第１四半期連結

累計期間比94.9％増）、四半期純利益は709百万円（前第１四半期連結累計期間比86.5％増）と前年同期に比べそれぞ

れ大幅な増益となりました。

　セグメント別の状況は、次のとおりであります。

 ①計測機器セグメント

　センサ及び測定機器等の製品販売につきましては、センサ、測定器の汎用品が企業収益の改善を背景にした年度末

の設備投資の増加により、また特注品やシステム品については、昨年受注した高速道路向け車両重量計測システムや

ダムの堤体観測装置等の大型受注残の売上に伴い、売上高は4,768百万円（前第１四半期連結累計期間比62.9％増）と

大幅な増収となりました。

　保守・修理部門につきましては、機器修理が堅調に推移し、売上高は241百万円（前第１四半期連結累計期間比

8.7％増）となりました。

　以上その他を含め、計測機器セグメントにつきましては、売上高は5,010百万円（前第１四半期連結累計期間比

59.1％増）となりました。また、セグメント利益（売上総利益）は1,958百万円（前第１四半期連結累計期間比44.2％

増）となりました。

 ②コンサルティングセグメント

　コンサルティングセグメントにつきましては、ダムの安全性を計測するセンサの設置等のダム関連分野が堅調に推

移いたしましたが、各種計測の業務委託分野が低調であったため、売上高は385百万円（前第１四半期連結累計期間比

3.3％減）となりました。また、セグメント利益（売上総利益）は採算性向上により188百万円（前第１四半期連結累

計期間比19.7％増）となりました。
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　(2)財政状態の分析

(資産の部)

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は20,431百万円となり、前連結会計年度末に比べ935百万円の増加となりま

した。

 流動資産は14,320百万円となり、前連結会計年度末に比べ850百万円の増加となりました。その主な要因は、受取手

形及び売掛金が1,809百万円増加した一方で、現金及び預金が549百万円、たな卸資産が389百万円それぞれ減少したこ

とによるものであります。

 固定資産は6,111百万円となり、前連結会計年度末に比べ84百万円の増加となりました。その主な要因は、有形固定

資産が70百万円増加したことによるものであります。

(負債の部)

 当第１四半期連結会計期間末の負債合計は9,089百万円となり、前連結会計年度末に比べ510百万円の増加となりま

した。

 流動負債は6,179百万円となり、前連結会計年度末に比べ468百万円の増加となりました。その主な要因は、支払手

形及び買掛金が473百万円増加したことによるものであります。

 固定負債は、2,910百万円となり、前連結会計年度末に比べ42百万円の増加となりました。その主な要因は、長期借

入金が87百万円増加したことによるものであります。

(純資産の部)

 当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は11,341百万円となり、前連結会計年度末に比べ424百万円の増加となり

ました。その主な要因は、利益剰余金が、配当に伴う減少276百万円及び四半期純利益による増加709百万円による差

引き等で432百万円増加したことによるものであります。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に需要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 

(4)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は185百万円であります。なお、当第１四半期連結累計期間において

当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,570,000

計 99,570,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,058,800 28,058,800
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 28,058,800 28,058,800 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

       該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

       該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

       該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年１月１日～
平成26年３月31日

― 28,058,800 ― 1,723,992 ― 1,759,161
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができませんので、直前の基準日(平成25年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式  47,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,919,000
27,919 ―

単元未満株式
普通株式

92,800
― ―

発行済株式総数 28,058,800 ― ―

総株主の議決権 ― 27,919 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式のうち、385,000株(議決権の数385個)につきましては、「株式給

付信託(従業員持株会処分型)」を導入したことに伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社が所有しているも

のであります。

    ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式219株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社共和電業
東京都調布市調布ヶ丘
３－５－１

47,000 ― 47,000 0.17

計 ― 47,000 ― 47,000 0.17
 

 (注)平成26年３月31日現在の自己株式数は、47,219株であります。

 

２ 【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年１月１日から平成

26年3月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年3月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,433,898 3,884,152

  受取手形及び売掛金 ※１  4,766,388 6,576,126

  有価証券 830,000 730,000

  商品及び製品 919,124 759,841

  仕掛品 1,026,340 765,344

  未成工事支出金 45,298 32,976

  原材料及び貯蔵品 1,088,297 1,131,323

  その他 363,453 441,675

  貸倒引当金 △3,348 △1,311

  流動資産合計 13,469,453 14,320,127

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,362,745 2,328,882

   その他（純額） 1,475,053 1,579,667

   有形固定資産合計 3,837,799 3,908,550

  無形固定資産 116,577 151,148

  投資その他の資産   

   その他 2,074,144 2,053,410

   貸倒引当金 △1,888 △1,872

   投資その他の資産合計 2,072,255 2,051,537

  固定資産合計 6,026,632 6,111,237

 資産合計 19,496,085 20,431,364

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,505,876 1,979,641

  短期借入金 1,480,000 1,450,000

  未払法人税等 369,878 475,121

  賞与引当金 175,332 489,674

  役員賞与引当金 43,600 10,210

  その他 2,136,264 1,774,912

  流動負債合計 5,710,951 6,179,561

 固定負債   

  長期借入金 310,544 397,710

  退職給付引当金 2,365,457 2,348,723

  役員退職慰労引当金 129,951 120,145

  資産除去債務 11,919 11,978

  その他 50,316 31,829

  固定負債合計 2,868,190 2,910,387

 負債合計 8,579,141 9,089,948
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,723,992 1,723,992

  資本剰余金 1,773,005 1,777,614

  利益剰余金 7,210,857 7,643,759

  自己株式 △113,058 △105,595

  株主資本合計 10,594,795 11,039,770

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 244,032 240,255

  為替換算調整勘定 78,116 61,391

  その他の包括利益累計額合計 322,148 301,646

 純資産合計 10,916,944 11,341,416

負債純資産合計 19,496,085 20,431,364
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 3,547,125 5,395,718

売上原価 2,030,649 3,248,025

売上総利益 1,516,475 2,147,692

販売費及び一般管理費 958,570 1,026,525

営業利益 557,905 1,121,167

営業外収益   

 受取利息 1,815 4,783

 為替差益 26,902 －

 受取手数料 2,654 3,740

 その他 3,318 7,230

 営業外収益合計 34,691 15,754

営業外費用   

 支払利息 11,810 8,161

 為替差損 － 4,565

 その他 5,239 2,516

 営業外費用合計 17,050 15,243

経常利益 575,546 1,121,678

税金等調整前四半期純利益 575,546 1,121,678

法人税、住民税及び事業税 319,117 481,825

法人税等調整額 △123,865 △69,315

法人税等合計 195,252 412,510

少数株主損益調整前四半期純利益 380,294 709,167

四半期純利益 380,294 709,167
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 380,294 709,167

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 79,126 △3,777

 為替換算調整勘定 18,414 △16,725

 その他の包括利益合計 97,541 △20,502

四半期包括利益 477,835 688,665

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 477,835 688,665
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、前連結会計年

度末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

受取手形 132,230千円 ―
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

     当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

減価償却費 86,854千円 90,877千円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日
定時株主総会

普通株式 205,719 8 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金
 

(注)配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金5,024千円を含めております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日
定時株主総会

普通株式 280,115 10 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金
 

(注)配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金3,850千円を含めております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

 
計測機器

コンサル
ティング

計

売上高      

 外部顧客への売上高 3,148,557 398,568 3,547,125 ― 3,547,125

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,148,557 398,568 3,547,125 ― 3,547,125

セグメント利益 1,358,721 157,754 1,516,475 ― 1,516,475
 

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。

 

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

 
計測機器

コンサル
ティング

計

売上高      

 外部顧客への売上高 5,010,179 385,538 5,395,718 ― 5,395,718

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,010,179 385,538 5,395,718 ― 5,395,718

セグメント利益 1,958,817 188,875 2,147,692 ― 2,147,692
 

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の売上総利益の金額と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、「普通株式の期中平均

株式数」は、株式給付信託口が所有する当社株式を自己株式数に含めて算定しております。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

   １株当たり四半期純利益金額 15.14円 25.66円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(千円) 380,294 709,167

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 380,294 709,167

   普通株式の期中平均株式数(千株) 25,110 27,641
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年５月14日

株式会社共和電業

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴   木   真 一 郎   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大   和   哲   夫   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鳥   羽   正   浩   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共和電

業の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年１月１日から平成

26年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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